
資料２

琵琶湖森林づくり基本計画 進行管理および基本指標達成度に対する点検・評価シート(案)

対応方針

基本指標
（長期目標：H17～H32）

基本指標毎

上段：実 績
下段：達成率

基本施策
単位

（平均）

事業毎

上段：実 績
下段：達成率

基本施
策単位
(平均)

１ 環境に配慮した森林づくりの推進 ●：従来事業
◆：県民税事業

35%

40%

58%

56%

森林の保全のため、マツクイムシの防除および駆除、野生
獣（シカ、クマ）被害防除対策を実施しているが、特にニホ
ンジカによる林業被害が深刻となっている。

ナラ枯れについては、平成２２年度に比べ大幅に減少した
が、県南部地域において被害が目立っている。
（実被害面積は11ha 前年度比47％）

※トータル事業量：獣害防止ﾃｰﾌﾟ巻き等（1,833ha）、松
枯れやナラ枯れの被害木整備（77m3）

(2)人工林の特
性に配慮した
森林整備の推
進

59ha
(累計699ha)

24%

81% 2,513ha

65% -2% 207%

86,649m

600%

◆②長寿の森奨励事業 成熟期を迎える森林について、手入れ
の行き届いた長伐期林に誘導すること
で、水源涵養機能の高い森林に導く。

－ －

・長寿の森奨励事業
平成２３年度は、長伐期施業への誘導を進めるた

め、3,209haの人工林に対して事業を実施した。

◆③森林を育む間伐材
利用促進事業

間伐材を搬出・利用することで、資源
の循環と二酸化炭素の固定による地球温
暖化防止に貢献する。

・地球温暖化防止対策
県産材供給支援事業

間伐材の有効利用を図るため、需要者
のニーズにあわせて適切に仕分け・寸検
する経費および保管・ロットをとりまと
める経費を助成する。

－ －

・地球温暖化防止対策間伐材利用拡大事業
10,000ｍ3の間伐材買取を支援した。
引き続き、制度のPRに努め、搬出利用の拡大を推進

する必要がある。

・間伐材搬出対策事業 間伐材の利用を促進するため、簡易な
間伐材搬出路の作設および伐採･搬出に必
要な林業機械のレンタル利用を支援す
る。

・間伐材搬出対策事業（H20より実施）
12,730ｍの間伐材搬出路を作設および効率的な間伐材搬出

を図るための、６森林組合での林業機械活用への助成を実施
し、積極的な間伐材の搬出作業を支援した。

(3)天然林の保
全管理の推進

◆④里山リニューアル事業
－ －

基本指標達成度 ★：0-29% ★★：30-49% ★★★：50-69% ★★★★：70-89% ★★★★★：90%以上 また、前年度と比して増加している場合：「向上」、変わらない場合「現状維持」、減じている場合「低下」を記入する。

○地球温暖
化防止に向
けた森林吸
収源対策の
推進

13箇所、79haの里山で実施した。
主に県北部地域での積極的な取り組みがみられる

が、整備後の維持管理作業が、継続して適正に実施さ
れることが必要である。

【環境林整備面積】

H20 422ha(累計)
H26 1,600ha(累計)

【年間作業道開設延
長】

H20 26,115m/年
H26 36,200m/年

（森林審議会からの評価や外部
要因の分析等を踏まえた県の対
応方針）

<民有林に占める保安林面積>
森林の多面的機能を高度に発揮させるために、新た

に472haを保安林に指定した。
累計：63,530ha（民有林の35％）

事業の実施概要

・推進の状況
・推進上の問題点の分析

（対応の状況を含む）

滋賀県
森林審議会
の評価等

平成２３年度末状況

荒廃林地の復旧および予防等により県土の保全と保
安林機能の増進を図るために実施。
<治山事業による保安施設整備割合>

治山事業による保安施設整備面積 409ha(66箇所)

厳しい予算事情の中で、災害発生箇所の復旧を優先
するなど効果的な実施に努めている。

平成２３年度より、国の政策として、原則、搬出間
伐のみが補助の対象となった。

そのため、集約化を進め、作業道の整備を積極的に
実施することに重点を置き、併せて間伐を行う方式に
シフトしているため、結果的に間伐実施面積自体は減
少することとなった。

平成２３年度の基盤整備における事業実績は、林道
開設1,285ｍおよび作業道開設86,649ｍであり、昨年と
同様に積極的な整備ができた。

環境林整備事業については、放置森林を対象に強度
間伐を実施し、広葉樹が伸長する条件を整えた。

また、農地漁場の水源地域における手入れ不足森林
を対象に除間伐を実施し、その整備を進めた。

なお、環境林整備事業については、平成２４年度よ
り、密度管理型の整備手法の導入を進めている。

加えて、間伐等が未整備で放置されている森林が増
加傾向にある中、境界の明確化のため、新たに放置林
防止対策境界明確化事業に着手した。

湖国の森林と自然を守るニホンジカ特別対策事業で
は、許可捕獲に対する助成に加え、狩猟に対する捕獲
についても助成対象とし、捕獲の推進に努めた。（本
事業による捕獲頭数：許可捕獲2,953頭、狩猟捕獲
2,567頭）

基本
施策

大項目
（施策群）

【施策目的】

取組のねらい

具体的取組

：戦略プロジェクト
（中期目標H22～H26）

施策目的を達成するための具体的取組と進捗状況

【多面的機能を発揮させる森
林管理の推進】

森林の多面的機能を持続的
に発揮させるため、特に重要
な森林について保安林の指定
を推進する。

近年、局所的な豪雨等が多
発していることから、人命と
財産を守ることを優先し、被
災地の復旧を進めるととも
に、災害が予想される地域に
おいても、森林整備と一体と
なった効果的・効率的な治山
事業を推進する。

【人工林の特性に配慮した森
林整備の推進】

環境林整備事業について
は、今年度から、森林の多面
的機能の維持向上を目的とし
た密度管理型を追加し、より
一層の進捗を図る。

森林の境界確定について
は、林研グループ等の協力も
得ながら積極的に進め、集約
化施業の推進につなげていき
たい。

ニホンジカの捕獲数は年々
増加しているが、年間16,000
頭の目標を達成するために
は、より一層の捕獲の推進が
必要となる。市町や関係団体
と連携し、担い手の確保や体
制整備に取り組むとともに、
原則、捕獲は市町が実施との
原則は堅持しつつ、県が編成
する捕獲隊による「空白地
域」に限定しての捕獲を新た
に実施する。

間伐実施面積の目標を達成
するため、密度管理型の環境
林整備事業を拡大するなど、
積極的な取り組みを展開す
る。

また、更なる路網整備を進
めるとともに、作業道作設に
不向きな現場においては架線
による間伐材の搬出を検討す
る。

さらに、森林吸収源を確保
するための再造林に必要な獣
害防止施設の設置や、二酸化
炭素のストック対策のための
更なる間伐材の搬出に対して
新たな支援を行う。

【天然林の保全管理の推進】
人家周辺の里山林におい

て、倒木や小渓流の崩壊等に
対する防災面での機能低下が
進行しているため、間伐等に
よる災害に強い森林の育成や
倒壊の恐れがある立木の伐
採、簡易防災施設の設置など
を実施し、里山の防災機能向
上を図る。

【全般事項】
基本指標の達成度は概ね良好であり、

全体として事業は施策の目的に照らして
概ね妥当であるが、改善を加えるなど更
なる推進に期待したい。

基本指標達成度の低下に対し、森林整
備のより充実した推進などの対応が必要
である。

【多面的機能を発揮させる森林管理の推
進】

多面的機能の発揮に関わる事業の実施
や達成度は概ね妥当である。

近年、想定外の集中豪雨が発生してお
り、危険と予想される地域・地区につい
ては保安林指定や治山事業の推進が必要
である。

また、ナラ枯れへの対応が必要などの
意見があった。

【人工林の特性に配慮した森林整備の推
進】

環境林整備事業の進捗が遅れている。
針広混交林への誘導については、天然下
種更新だけでは不十分である。

放置林防止対策境界明確化事業は今後
も着実に取り組む必要がある。

ニホンジカによる森林被害は極めて深
刻であり、捕獲数の増加や猟期の延長な
どニホンジカ対策を強化して推進する必
要がある。

搬出間伐のみを補助対象とするよう国
の制度が改正されたことから、作業道整
備を重点的に進めたため、間伐実施面積
が減少したが、目標とする間伐実施面積
を確保できるよう、さらに施業の集約化
や作業道の開設などに努める必要があ
る。

また、その他に以下の意見があった。
・環境林整備事業の効果測定法として、
野鳥の生息状況調査（生物多様性評価）
を導入してはどうか。
・集約化により間伐は進みつつあるが、
小面積の放置林が増加している。
・間伐材搬出対策事業は、販路開拓も含
め進めるべきである。

【天然林の保全管理の推進】
里山リニューアル事業の効果測定法と

して、野鳥の生息状況調査（生物多様性
評価）を導入してはどうかといった意見
があった。

【施策目的】
環境に配慮しながら木材資源の循環利用

をめざす森林については、地域の実情に応
じた効率的・効果的な森林整備を推進す
る。

また、森林の持つ多面的機能を持続的に
発揮させるよう整備管理していく森林へ転
換する人工林については針広混交林へと誘
導する。

基本指標達成度
(H17～H32)

戦略プロジェクト
における実施目標

（中期目標）

実施目標達成率
（H22～H26）

－

森林の多面的機能を高度に発揮させ
るため、保安林に指定し、山地災害か
ら県民の生命財産を保全し、森林病虫
獣の被害を防除して、森林の保全に努
める。

－

●森林の保全と
災害対策の推進

・治山事業
・森林病害虫等防除事業
・保安林適正管理(許認可)

(1)多面的機能
を発揮させる
森林管理の推
進

121 除間伐を必要とする人工
林に対する整備割合

H15 64%
→ H20 65%

→ H26 80%
→ H32 90%

【施策目的】
森林の多面的機能を十全に発揮させるよ

うな森林整備に努める。

111 民有林に占める保安林面
積の割合

H15 33% → H20 34%
→ H26 36%
→ H32 38%

112 治山事業による保安施設
整備割合

H15 49%
→ H20 57%

→ H26 61%
→ H32 65%

社会経済情勢の変化により利用されず
に荒廃している里山を市町が主体となっ
て手入れし、県民が森林に親しみ利用で
きる場とする。

森林の持つ多面的機能を高度に発揮さ
せるため、奥地などの放置された人工林
を強度間伐し、環境豊かで生態系に富ん
だ針広混交林に導くことや、手入れ不足
の「人工林」を間伐し「多面的機能の高
い森林」に導く。

また、森林環境の調査研究により、環
境を重視した森林づくりを推進する。

さらに、ニホンジカの食害が森林生態
系の下層植生全体に及んでいるため、ニ
ホンジカの捕獲により個体数を減少さ
せ、森林被害を抑制する。

●間伐総合対策
・造林事業
・治山事業
・森林整備加速化基金事業

【年間間伐実施面積】
H20 2,525ha/年
H26 3,100ha/年

●基盤整備の推進
・林道事業
・造林事業（作業道整備）
・森林整備加速化基金事業

路網や高性能林業機械の整備による森
林整備の効率化を図りながら、手入れ不
足森林の解消を進め、公益的機能を発揮
する森林づくりを進める。

【施策目的】
里山林については、地域住民をはじめさまざまな主
体による新たな森林整備の仕組みづくりを進める。
また、奥地林については、自然生態系の保全に努め
ると共に、必要に応じて森林の多面的機能が高度に
発揮されるよう森林整備を進める。

★★★

(54%)

｢昨年度よ
り低下｣

○森林の生
態系環境に
配慮した整
備の推進

◆①陽光差し込む健康な
森林づくり事業

・環境林整備事業
・農地漁場水源確保

森林整備事業
・森林吸収源確保対策事業
・放置林防止対策

境界明確化事業
・森林環境の調査研究
・湖国の森林と自然を守る

ニホンジカ特別対策事業

戦

戦

戦

計算式
（35-33)/(38-33)＝40.0％

計算式
（58-49)/(65-49)＝56.3％

計算式
36,692/63,530＝57.8％

計算式
（81-64)/(90-64)＝65.4％

計算式

（2,513-2,525)/(3,100-2,525)＝-2.1％

計算式
（63,530/184,248)＝34.5％

計算式
(699-422)/(1,600-422)＝23.5％

計算式
（86,649-26,115)/(36,200-26,115)＝600.2％

達成度：基本施策毎の単純平均
（40+56+65)/3＝53.7％

達成度：基本施策毎の単純平均
（24+(-2)+600)/3＝207.3％
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資料２

琵琶湖森林づくり基本計画 進行管理および基本指標達成度に対する点検・評価シート(案)

対応方針

基本指標
（長期目標：H17～H32）

基本指標毎

上段：実 績
下段：達成率

基本施策
単位

（平均）

事業毎

上段：実 績
下段：達成率

基本施
策単位
(平均)

２ 県民の協働による森林づくりの推進 ●：従来事業
◆：県民税事業

(1)県民の主体
的な参画の促
進 ○多様な主

体や新たな
仕組みによ
る森林づく
りの推進

14協定

92%

120団体

◆⑥みんなの森づくり
活動支援事業

県民が森林づくりに積極的に参画する
ための場づくりや森林づくり活動、組織
づくりを支援する。

75%

○県民が森
林づくり活
動を行う体
制の整備

・みんなで始めよう
森づくり活動公募事業

森林づくりや資源利用、森林環境学習
や人材育成など、地域のＮＰＯ等から提
案のあった活動に対して助成

延べ555日

27%

・流域森林づくり
委員会推進事業

60%

(2)里山の整
備・利活用の
推進 － －

12箇所

30%

◆⑤協働の森づくり
の啓発事業

7,481人

○県民が森
林づくり活
動を行う体
制の整備

52%

基本指標達成度 ★：0-29% ★★：30-49% ★★★：50-69% ★★★★：70-89% ★★★★★：90%以上 また、前年度と比して増加している場合：「向上」、変わらない場合「現状維持」、減じている場合「低下」を記入する。

箇所数は、平成２２年度から１箇所増加し１２箇所
となり、活動は継続的に展開している。

市町、森林所有者、里山保全団体の協定に基づく実
効性のある事業であり、団体と市町等の協力により県
民が森林に親しむフィールドが整備された。

今後は、新たな協定箇所への展開が重要である。

－

地域の合意形成を図りながら地域に
あった森林づくりのために主体的に活動
する組織づくりとその運営に対して支援

里山をフィールドに、計画から実行ま
で地域が協働して取り組む継続的な里山
保全活動への支援。

－

琵琶湖の水源としての森林の重要性が
認識されるように、下流の市民団体、ボ
ランティア等と上流の森林所有者との上
下流連携による森林づくり活動やみどり
づくりを支援する。

【琵琶湖森林づくり
パートナー協定(企業
の森)締結数】

H20 3協定
H26 15協定

取組のねらい
（森林審議会からの評価や外部
要因の分析等を踏まえた県の対
応方針）

平成２３年度末状況

事業の実施概要

・推進の状況
・推進上の問題点の分析

（対応の状況を含む）

【県民の主体的な参画の促
進】

国際森林年などを契機とし
て開催した下流域の住民等が
参加するイベントを継続的に
実施するなど、琵琶湖の源流
である滋賀の森林に対する理
解を深める機会を提供する。

また、新たに琵琶湖森林づ
くりパートナー協定に参加す
る企業や森林所有者のコー
ディネートを、市町等と連携
しながら推進する。

ＮＰＯ等への支援に関する
情報を、県のホームページ
「森づくりネット・しが」に
おいて積極的に提供し、森林
づくり活動の拡大につなげた
い。

また、流域森林づくり委員
会の活動については、フォー
ラムの開催や広報誌の発行な
どあらゆる機会や手段を利用
してＰＲ活動に努めるととも
に、関係市町の積極的な参加
を促し、地域の特色ある森林
づくりを進める。

【里山の整備・利活用の促
進】

里山整備協定林について
は、市町等と連携をとりなが
ら、協定数が伸び里山整備が
進むように努力していきた
い。

【びわ湖水源のもりづくり月
間の取り組み】

１０月の「びわ湖水源のも
りづくり月間」や１０月１日
の「びわ湖水源のもりの日」
などを通じて、広く県民に森
づくりの場を提供するととも
に、森づくり活動団体などが
集う「森づくり交流会」で
は、参加者の情報交換や森づ
くりへの参画を促す内容とす
る。

また、県の広報誌やホーム
ページの掲載などによるＰＲ
を積極的に進め、たくさんの
県民の方々が参加すること
で、老若男女問わず幅広く森
林に対する理解を深めたい。

【全般事項】
基本指標の達成度は昨年度より向上

し、順調に施策が推進されており、県民
の森林への関心が高まったといえる。ま
た、事業は目的に対して概ね適切である
が、新たな取り組みにも期待したい。

森林づくり活動市民団体が継続的に活
動できる環境づくり、モチベーションを
上げるための仕組みづくりや、森林づく
りへの更なる参加を呼びかけるための方
法や情報発信などを検討することが必要
である。

【県民の主体的な参画の促進】
企業とのパートナー協定の件数は順調

に増加しているが、今後は協定の更新に
対する支援が必要である。「びわ湖を支
える水源の森林体験ツアー」により、水
源の重要性を広く啓発することは大切で
あり、継続実施を期待する。

県民の森林づくりへの参加や地域での
森林づくりのための組織形成を促すなど
効果が現れている。一方、市民団体活動
日数については進捗が遅れており、下流
府県や学校等に幅広く参加を呼びかける
など、さらに努力することが必要であ
る。

また、その他に以下の意見があった。
・「びわ湖を支える水源の森林体験ツ
アー」については、ワークショップ形式
により、参加者が森づくりアクションプ
ランを作成するプロジェクトを企画して
はどうか。
・県民が主体となって、森づくりに繰り
返し参画できるようにすることが大切で
ある。

【里山の整備・利活用の推進】
「里山整備協定林の数」については進

捗が遅れており、県民への更なる広報を
行うなど普及啓発活動に努めることが必
要である。

現地では公園的な整備が目立っている
が、高齢木を伐採するなど本来の里山整
備が進むような指導が必要である。

その他に以下の意見があった。
・薪炭の利用などの仕組みづくりを促進
する工夫が必要である。
・農林業が連携して、里山放置林や耕作
放棄地の改善に取り組むべきである。

【びわ湖水源のもりづくり月間の取り組
み】

森づくり交流会には多数の参加があ
り、県民には知識を広げたり仲間と交流
したいといった意識が育っていると考え
られる。子どもから大人まで様々な世代
に加え、企業や研究機関、マスコミなど
も取り込み、充実・発展して欲しい。

全県下で流域森林づくり委員会（６委員会）が設立
されている。

平成２３年度においては、森林づくりやそのあり方
の検討や提案、情報の発信等、様々な取り組みに加
え、２委員会からの施策提案をもとに意見交換を実施
した。

今後も引き続き、各地域の特性にあった活動に対し
て支援していく。

滋賀県
森林審議会
の評価等

25団体の活動に対して助成した。
活動支援により森林づくり活動が活発となり、森林

づくり活動を実践している市民団体の数が増加し、活
動日数も昨年の539日から555日へと増加した。

今後は、団体活動を支援するため開設したホーム
ページ「森づくりネット･しが」の活用など、団体が参
加者を広く募る継続的な活動と、情報交換･発信をする
取り組みを進める必要がある。

「上下流連携の森林づくり」は、従来事業の林業普
及や、琵琶湖森林づくり県民税事業の協働の森づくり
の啓発事業として実施した。

※甲賀市と大阪府豊中市との連携活動（1回）
※琵琶湖森林づくりパートナー協定

（H23 3件、累計14件締結）
また、｢国際森林年記念事業｣および｢びわ湖の日30周

年事業｣の一環として、｢びわ湖を支える水源の森林体
験ツアー｣を開催し、下流府県の住民に対し琵琶湖の源
流である滋賀の森林に関心を持ってもらう機会を提供
した。

具体的取組

：戦略プロジェクト
（中期目標H22～H26）

戦略プロジェクト
における実施目標

（中期目標）

【森林づくり活動市民
団体年間延べ活動日
数】

H20 482日/年
H26 750日/年

【施策目的】
びわ湖水源のもりの日・びわ湖水源のもりづくり

月間が定着するよう様々なメディアを通じて普及啓
発を行う。

基本
施策

大項目
（施策群）

【施策目的】

211 森林づくり活動を実践している
市民団体等の数（累計）

H15 30団体
→H20 99団体

→ H26 125団体
→ H32 150団体

【施策目的】
県民が主体的に森林づくりに参加できるよう森

林・林業の情報提供や上下流連携による森林づくり
活動を進める。

また、流域の森林づくりの在り方、進め方につい
て、ひろく県民が協働で活動できる組織の整備や活
動を支援する。

基本指標達成度
(H17～H32)

★★★

(53%)

「昨年度
より向
上」

施策目的を達成するための具体的取組と進捗状況

実施目標達成率
（H22～H26）

(3)びわ湖水源
のもりの日・
びわ湖水源の
もりづくり月
間の取り組み 231 びわ湖水源のもりづくり月

間の森林づくり（取り組み）へ
の参加者数

H15 1,583人
→ H20 6,742人

→ H26 8,000人
→ H32 13,000人

－

221 里山整備協定林の数
（累計）

H15 0箇所
→ H20 9箇所

→ H26 25箇所
→ H32 40箇所

○県民が森
林づくり活
動を行う体
制の整備

森林の価値や大切さ、森林づくりへの
参加、琵琶湖森林づくり県民税の目的や
使途などを広く県民等に普及啓発するこ
とで、森林づくりの意義や税制度の趣旨
について理解と関心を高めてもらう。

<びわ湖水源のもりづくり月間における森林づくりへの
参加者数>
・森づくり交流会 2,500人
・地域普及啓発活動 53人
・林業技術交流学習会 84人
・森林環境学習等 4,844人

森林づくりに対する県民の理解を深めるため、県広
報誌「滋賀プラスワン」やホームページ等で啓発を行
うとともに、びわ湖水源のもりづくり月間（１０月）
に合わせて、各種の森林づくり活動を積極的に実施
し、一般県民等が気軽に参加できる場を提供した。

参加者数は昨年度比で、9％増加した。特に森づくり
交流会は、多数の参加者を得た。

これらを契機として県民協働の森林づくりへの参加
を広げる取り組みを進めていく。

－

【施策目的】
県民の身近に存する里山については、県民協

働で行う森林の整備保全活動を支援する。

●「上下流連携の森林づくり」
や「湖国のみどりづくり」の推
進

・上下流連携の森林づくり
活動の支援

（企業と森林組合等の連携）

◆⑥みんなの森づくり
活動支援事業

・県民参加の里山づくり事業
（里山協定林推進事業）

戦

戦

戦

戦

戦戦戦

計算式
（120-30)/(150-30)＝75.0％

計算式
(7,481-1,583)/(13,000-1,583)＝51.7％

計算式
(555-482)/(750-482)＝27.2％

計算式
(12-0/40-0)＝30.0％

7,481人

計算式
(14-3)/(15-3)＝91.7％

戦

達成度：基本施策毎の単純平均
（75+30+52)/3＝52.3％

達成度：基本施策毎の単純平均
（92+27)/2＝59.5％
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資料２

琵琶湖森林づくり基本計画 進行管理および基本指標達成度に対する点検・評価シート(案)

対応方針

基本指標
（長期目標：H17～H32）

基本指標毎

上段：実 績
下段：達成率

基本施策
単位

（平均）

事業毎

上段：実 績
下段：達成率

基本施
策単位
(平均)

３ 森林資源の循環利用の促進 ●：従来事業
◆：県民税事業

(1)県産材の利
用の促進

●県産材利用の推進
・公共施設等木造化・木質化

推進
・木材利用の普及啓発事業

県産材の利用を促進するため、公共施
設等の木造化・木質化を図り、県産材を
活用した住宅の情報発信や研修会の開催
などによる県産材利用拡大の取組を推進
する。

－ －

<県産材の素材生産量>
県産材 67,000m3(前年度 47,000m3(農林水産省統計より))

一般県民を対象に地域材を用いた家造り見学会を開
催するなど、木材利用の普及啓発、未来へつなぐ木の
良さ体感事業等を通じて県産材の普及に努めた。

67,000m3
○県産材の
利用促進 (H20～累計)

９台

40% 25%

◆⑦未来へつなぐ木の
良さ体感事業

木の温もりや良さを体感する機会を県
民に提供することで、滋賀の風土にあっ
た地域の木を積極的に使うことを啓発す
る。

－ －

・木の香る淡海の家推進事業 木材の地産地消の普及啓発を進めるた
め、県内に住宅を建てる県民の方にびわ
湖材の使用量に応じて助成する。

なお、既存住宅の耐震･ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ改修を
される方には、補強用製材品の無償提供
を実施する。

－ －

<木の香る淡海の家推進事業>
97戸の木造新築住宅にびわ湖材の使用量に応じた助

成を行った。
びわ湖材使用量(全戸数分) 1,365m3に相当

H16～累計：526棟

・木の学習机等
木製品利用促進事業

子どもに対して森林の大切さや木の良
さを普及啓発するため、小中学校等に木
の学習机を導入する。

－ － 42%
<木の学習机等木製品利用促進事業>

２小学校に対し木の学習机の導入を支援した。
（20セット） H12～累計：11,572セット

木材の地産地消とびわ湖材の普及を図
るため、公共性の高い施設への木製品導
入を支援する。

－ －
・木製品の利用促進を推進するため、市町９団体、

民間４団体で事業を実施し、木の良さのＰＲに
努めた。

・びわ湖材利用促進事業 「公共建築物等における木材の利用の
促進に関する法律」の施行に対応し、地
域のモデルとなるような公共性の高い施
設（建築物）での「びわ湖材」の利用を
支援する。

<びわ湖材利用促進事業>
３市町、４社会福祉法人で事業を実施し「びわ湖

材」の利用支援を行った。
(新築･増築３件、内装木質化４件、利用材積103.5m3)

・「びわ湖材」産地証明事業

14,450m3

58%

(2)森林資源の
有効な利用の
促進

◆⑦未来へつなぐ木の
良さ体感事業

・森の資源研究開発事業

森林資源や森林空間を利活用した試験
研究を行うとともに、研究開発を行う企
業、研究機関、ＮＰＯ、市町等を支援す
る。

－ －

○森林の新
たな利用の
推進

基本指標達成度 ★：0-29% ★★：30-49% ★★★：50-69% ★★★★：70-89% ★★★★★：90%以上 また、前年度と比して増加している場合：「向上」、変わらない場合「現状維持」、減じている場合「低下」を記入する。

<びわ湖材産地証明事業>
認定事業者は、新たに９者が認定され、平成23年度

末時点で合計150者となった。
認証木材量は対前年度比約40％の増となるなど、現

制度の浸透は着実に進んでいるが、産地証明制度の更
なる充実のためには、工務店等をはじめとする対象事
業者拡大の要請に応えていく必要がある。

輸送に伴う二酸化炭素の排出を低減す
るなどの地球温暖化防止の観点から、当
面、間伐材を中心とした県産材の産地を
明確にし、消費者に供給する。

（森林審議会からの評価や外部
要因の分析等を踏まえた県の対
応方針）

事業の実施概要

・推進の状況
・推進上の問題点の分析

（対応の状況を含む）

【県産材の利用の促進】
国が策定した「森林・林業

再生プラン」を踏まえ、県産
材の生産体制の強化と併せ
て、加工流通体制の整備・強
化を図り、県産材安定供給に
向けた体制づくりを推進す
る。

また、公共施設・一般住宅
の木造化により、更なる県産
材の利用拡大を図る。

さらに、県産材の確実な流
通・利用を図るため、需給調
整機関の育成や「流通コー
ディネーター」の配置によ
り、県内の生産や加工の実情
に見合ったきめ細かな流通対
策を戦略的に進めていきた
い。

併せて、森林の適切な保全
管理といった視点から、使い
育てるという森林資源の循環
利用を確立するため、再造林
に必要な獣害防止施設などに
対する支援を行う。

また、「びわ湖材」産地証
明事業は着実に浸透している
と考えられるが、県産材を誰
もがいつでも調達できる状況
を創出し、県産材が当たり前
のように利用される社会の構
築を目指す。

【森林資源の有効な利用の促
進】

今後、国内における木材供
給が過剰になると、新たな用
途開発による需要の創出を図
る必要があり、マーケティン
グ等も含め、引き続き「森の
資源研究開発事業」などによ
り民間事業体等に対して研
究・開発を支援する。

【全般事項】
基本指標の達成度は良好であり、目標

に対して順調であると評価する。さらに
積極的に取り組むよう期待する。

一方で、利用促進の側面から見るとま
だまだという感がぬぐいきれないといっ
た意見があった。

【県産材の利用の促進】
県産材の素材生産量については昨年度

より向上しており、順調に推移している
と評価できる。

また、その他に以下の意見があった。
・資源の利用だけでなく、植林や保育が
なされなければ、本当の循環利用とは言
えない。
・県産材の利用促進に係る関連団体への
補助金や助成については、極度の集中が
ないようにして欲しい。
・県産材の利用促進については、公共施
設の木造化、より質の高いものへの加
工、材質の評価などを行うとともに、更
に広く県民に対してＰＲすることが必要
である。
・市場への材の供給超過に伴い材の値下
がりが危惧される。
・地域で生産された木材を県民が理解し
好きになっていただくことが大切であ
る。
・「びわ湖材産地証明制度」をもっと消
費者にＰＲするとともに、工務店や消費
者にとって、びわ湖材を使用する目的と
メリットが十分感じられる仕掛けが必要
である。
・現在は素材生産量の６０％がチップ利
用となっているが、「材」としての利用
が望まれる。
・木質バイオマスを利用したボイラー等
の導入助成や発電実現のための体制整備
を検討できないか。

【森林資源の有効な利用の促進】
県産材の用途拡大研究や木質バイオマ

スのエネルギー利用に関する研究など森
林資源の有効な循環利用の推進に向けた
研究を充実させるとともに、研究内容を
活かす取り組みが必要である。

滋賀県
森林審議会
の評価等

【びわ湖材認証を
行った年間木材量】

H20 9,595m3
H26 18,000m3

基本
施策

大項目
（施策群）

【施策目的】
森林資源の環境に配慮した新しい利用や有効な
活用のための調査研究・技術開発を支援する。

【施策目的】
住宅建築や公共事業などへの県産材の利用拡

大のための仕組みづくりに取り組み、地産地消
を進める。

【施策目的】
基本指標達成度
(H17～H32)

施策目的を達成するための具体的取組と進捗状況

取組のねらい

311 県産材の素材生産量

H20 32,000m3
→ H26 59,000m3

→ H32 120,000m3

具体的取組

：戦略プロジェクト
（中期目標H22～H26）

●林業･木材産業の振興対策
・林業･木材産業振興施設整備
・林業関係資金

戦略プロジェクト
における実施目標

（中期目標）

平成２３年度末状況

実施目標達成率
（H22～H26）

木材加工・流通体制の整備合理化を推
進するために、需給情報の提供や供給拠
点づくりの取組を促進する。

★★

(40%)

「昨年度
より向
上」

高性能林業機械の保有台数(累計)については、前年
度と同じであるが、前述の間伐材搬出対策事業による
林業機械の活用推進に取り組んでおり、労働安全衛生
に配慮しつつ、作業の機械化による効率化･低コスト化
等に向けて、今後も積極的に普及に努める。

県内森林組合の素材生産量は、着実に増えつつある
ものの、さらに基本指標の達成に向けて重点的に取り
組んでいく必要がある。

<森の資源研究開発事業>
自ら研究開発を行う５団体を支援した。

木材利用関係(乾燥･材料開発) 2件
木質バイオマス利用 1件
森林環境教育関係 1件
建築関係 1件

（参考）H18からの提案内容 延べ26提案
･木材利用関係 ６件
･建築関係 ７件
･木質バイオマス利用関係 ７件
･森林環境教育関係 ３件
･その他(森林療法等) ３件

【高性能林業機械
導入数】

（累計）
H20 ６台
H26 18台

戦

戦

戦

戦戦戦

計算式
（67,000-32,000)/(120,000-32,000)＝39.8％

計算式
(9-6)/(18-6)＝25.0％

計算式
(14,450-9,595)/(18,000-9,595)＝57.8％

達成度：基本施策毎の単純平均
（25+58)/2＝41.5％
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資料２

琵琶湖森林づくり基本計画 進行管理および基本指標達成度に対する点検・評価シート(案)

対応方針

基本指標
（長期目標：H17～H32）

基本指標毎

上段：実 績
下段：達成率

基本施策
単位

（平均）

事業毎

上段：実 績
下段：達成率

基本施
策単位
(平均)

４ 次代の森林を支える人づくりの推進 ●：従来事業
◆：県民税事業

(1)森林所有者
等の意欲の高
揚

●森林・林業の担い手確保育成
・林業普及指導事業
・林業後継者育成
・林業技術研修

62集落

○意欲ある
林家･グ
ループの育
成

49%

(2)森林組合の
活性化

○森林を育
む担い手づ
くり

●森林組合の活性化
・林業労働力対策事業

30人

381ha 60% 55%

23%

[

(3)森林環境学
習の推進

◆⑧森林環境学習
「やまのこ」事業

子どもや大人を対象とする森林環境学
習（生涯学習を含む）をすすめ、次代の
森林づくりを支える人を育成する。 16,412人

○森林環境
学習の充実

49%

基本指標達成度 ★：0-29% ★★：30-49% ★★★：50-69% ★★★★：70-89% ★★★★★：90%以上 また、前年度と比して増加している場合：「向上」、変わらない場合「現状維持」、減じている場合「低下」を記入する。

★★

(36%)

「昨年度
より向
上」

【森林組合の木材生
産に専門的に従事す
る作業員数】

H20 0人
H26 50人

（森林審議会からの評価や外部
要因の分析等を踏まえた県の対
応方針）

取組のねらい
戦略プロジェクト
における実施目標

（中期目標）

【全般事項】
基本指標の達成度は昨年度より向上し

ており、順調に施策が進められている。
事業内容は目的に対して適切であり、更
なる推進に期待する。

一方で、森林所有者の意欲の向上や森
林組合の活性化については、数値的には
伸びているが、意欲も意識も高まってい
る実感がないといった意見があった。森
林に対する意識が高い人が誇りを持って
働くことのできる事業展開が必要ではな
いか。

放置林防止対策境界明確化事業をきっ
かけに、地域の森林づくりが推進された
事例を広く紹介してはどうか。

【森林所有者等の意欲の高揚】
事業は効率的に行われていると判断で

きる。
森林づくりを支える人々の意欲を支え

るために、資源の循環利用が進むなど地
元材消費が増えることが重要である。

また、町づくり・町おこしを考えなが
ら森林と向きあっていく森林所有者の
リーダーの育成が必要であるといった意
見があった。

【森林組合の活性化】
林業の低迷と林業労働者の高齢化が進

んでおり、人材不足は大きな課題であ
る。

期待した効果は上がっていると判断で
きるが、森林組合の組織体制を更に一層
充実させ、人材の育成を図るには継続的
な支援が必要である。

また、森林組合に加え、林業事業体な
どに対する支援を強化し、林業界全体の
活性化を願いたい。

【森林環境学習の推進】
森林環境学習「やまのこ」事業は非常

に好評であり、今後の人材育成には必要
である。

「やまのこ」事業は順調に定着してき
たが、児童や指導者などが活動状況を振
り返る機会が必要ではないか。

森林環境学習は小学校４年生だけでな
く、対象を拡大して幅広く展開し、森林
を支える人づくりに努めて欲しい。

また、その他に以下の意見があった。
・地域の経済活動を支える一員として、
林業を学ぶ時間を取ることを提案する。
・ボランティアリーダー養成講座を開催
してはどうか。

<林業後継者の育成等>
林業労働力確保支援センターを通じて、育成協議会

の開催、林業労働者の募集のほか、森林組合等の従事
者に対する森林管理技術者養成講座や高性能林業機械
オペレーター養成研修等を実施した。

<林業普及事業>
林業普及指導員が中心となり、市町や森林組合、森

林所有者等と連携をとり、集約化施業の推進に努め
た。

県内の小学４年生が体験をとおして森林づくりを学
習する森林環境学習「やまのこ」事業を実施した。

平成１９年度 １１５校（ 6,700人）
平成２０年度 ２０２校（ 12,928人）
平成２１年度 ２４１校（ 14,650人）
平成２２年度 ２４３校（ 14,557人）
平成２３年度 ２４２校（ 14,687人）

目標：県内の全ての小学校（市町立、国立、私立、特
別支援学校）で実施

今後は、「やまのこ」事業対象外の他の学年の児童･
生徒、大人等が既存施設を活用し、森林環境学習が広
がるよう、市町等と連携していく必要がある。

滋賀県
森林審議会
の評価等

事業の実施概要

・推進の状況
・推進上の問題点の分析

（対応の状況を含む）

平成２３年度末状況

施策目的を達成するための具体的取組と進捗状況

実施目標達成率
（H22～H26）基本

施策
大項目

（施策群）

【施策目的】
基本指標達成度
(H17～H32)

【施策目的】
県民に対し森林の多面的機能についての理解

と関心を深め、森林づくりへの参加意欲の高揚
に努める。

【施策目的】
森林所有者・林業従事者が生き生きと森林づ

くりに取り組めるよう森林整備情報の提供や技
術指導に努める。

【施策目的】
森林組合が地域の森林経営の中核的な担い手

としての役割を果たせるよう、組織体制の充実
と人材の育成に対して支援する。

411 地域の森林づくりを推進す
る集落数

H15 25集落
→ H20 56集落

→ H26 87集落
→ H32 100集落

421 森林組合の低コスト施業実
施面積

H20 78ha
→ H26 660ha

→ H32 1,400ha

具体的取組

：戦略プロジェクト
（中期目標H22～H26）

【森林所有者等の意欲の高
揚】

森林所有者の林業経営に対
する意欲の高揚を図るため、
森林所有者や林業研究グルー
プ等と連携しながら、各種情
報提供や境界確定、施業の集
約化、獣害対策などに取り組
む活動に対して支援を続け
る。

また、平成２５年度からス
タートする新たな普及制度
（フォレスター制度）の定着
を図り、地域の森林づくりに
ついて市町への支援を行うと
ともに、森林所有者等への指
導・助言を行う。

【森林組合の活性化】
地域の森林整備や県産材の

安定的な供給体制整備を進め
るうえで、森林組合の果たす
べき役割は非常に大きい。施
業の集約化や機械化、効率化
などを推進し、県と県森林組
合連合会や各森林組合が連携
して、木材生産流通を軸とし
た経営の安定化に向けた取り
組みを進める。

さらに、効率的な路網整備
や高性能林業機械の導入等に
よる素材生産の低コスト化を
進めるため、研修等を通し
て、森林施業プランナーや作
業道作設オペレーター、素材
生産を低コストで行える技術
者など人材の確保・育成を進
める。

【森林環境学習の推進】
「やまのこ」事業は、県内

の全ての小学４年生が参加で
きるようになったが、今後
は、他の学年や中学・高校、
一般県民など様々な世代に森
林環境学習の対象を拡大する
ことが必要であり、市町やＮ
ＰＯ、企業等と連携するなど
幅広く取り組みたい。

【森林環境学習の年
間受講者数】

H20 12,928人
H26 20,000人

－

<森林組合の低コスト施業実施面積>
森林組合の低コスト施業実施面積 381ha

滋賀県森林組合連合会が森林組合を育成･強化するた
めに行う指導への助成、森林組合が行う素材生産等に
対する資金面での助成を実施した。

また、林業従事者の就労環境の改善に向けた取組へ
の支援や森林組合常例検査等を通じて、森林組合の経
営基盤の強化に向けた指導に努めた。

地域特性や環境に配慮しつつ、森林を
育む担い手を育成するため、森林経営･路
網整備を提案する施業プランナーや高性
能林業機械オペレーターの養成などに取
り組むとともに、森林組合が地域におけ
る森林経営の真の中核的な担い手として
の役割を果たせるように、合併や組合加
入率等の向上を図りながら、木材生産流
通を中心とした事業展開による経営の安
定化に向けた取り組みを積極的に進め
る。

森林経営に積極的に取り組む森林所有
者を育成するため、地域全体での協同施
業を実施するとともに、施業の集約化に
よる森林の適切な管理を図るため、森林
所有者等に森林整備に関する情報の提供
や技術指導を行う。 －

戦

戦

戦

戦戦戦

計算式
(62-25)/(100-25)=49.3％

計算式
（381-78)/(1,400-78)＝22.9%

計算式
(30-0)/(50-0)＝60.0％

計算式
(16,412-12,928)/(20,000-12,928)＝49.3％

戦

達成度：基本施策毎の単純平均
（49+23)/2＝36.0％

達成度：基本施策毎の単純平均
（60+49)/2＝54.5％
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